
平成３１年度　商工労働部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ３０年度当初予算額

50,234,078

　○　事業体系（プラン２０１５体系図）

　２　活力　－いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県－

（２）多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

①多様で厚みのある産業集積の推進

②未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

③チャレンジする中小企業と創業の支援

④商業の活性化とサービス産業の革新

⑤急速に進化する情報通信技術の普及・活用

⑥産業人材の確保・育成とワーク・ライフ・バランスの推進

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成３１年度　商工労働部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a14000@pref.oita.lg.jp（商工労働部商工労働企画課）

おおいた若者就職・定着応援事業 43,467

女性のスキルアップ総合支援事業 34,015

新 県北自動車関連産業における女性活躍推進事業 2,528

ＵＩＪターン就職等支援強化事業 92,386

おおいた元気企業マッチング促進事業 18,639

おおいた学生県内就職応援事業 23,782

働き方改革推進事業 16,254

モバイルワーク推進事業 27,945

姫島ＩＴアイランド構想推進事業 24,307

おおいたＩｏＴプロジェクト推進事業 53,994

ＩＴ人材確保支援事業 14,422

新 ナイトタイムエコノミー活性化事業 11,783

県産品販路開拓支援事業 6,970

新 キャッシュレス化推進事業 6,000

小規模事業支援事業 1,313,632

組合育成指導費 112,497

中小企業金融対策費 28,688,696

新 知的財産活用推進事業 3,638

地域牽引企業創出事業 176,419

おおいたスタートアップ支援事業 92,719

経営革新加速化支援事業 38,000

工業団地開発推進事業 5,354,338

企業立地促進事業 1,488,258

34,975エネルギー関連産業成長促進事業

事業費

22,383

ドローン産業振興事業 46,741

医療機器産業参入加速化事業 38,404

28,945

食品産業競争力強化事業

３１年度当初要求額

43,187,168

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業

増減額

△ 7,046,910

増減率

△14.0% 



（部局名：商工労働部） （単位：千円）

46,741

(55,083)

1,488,258

(1,211,479)

92,719

(86,930)

38,000

(28,000)

3,638

(0)

28,688,696

(35,795,834)

1,313,632

(1,280,390)

112,497

(106,320)

6,000

(0)

11,783

(0)

53,994

(67,987)

1 ドローン産業振興事業

ドローン産業のさらなる振興を図るため、大分県ドローン協議会に
よる会員企業向けの支援や、九州各県の連携による新たなビジネス展
開に向けた会議の開催、活用モデル創出のための実証実験を実施す
る。

新産業振興室

11
おおいたＩｏＴプロジェ
クト推進事業

　県内企業によるＩｏＴ、ＡＩ（人工知能）、ロボット等の革新的技
術を活用したビジネス創出促進のため、大分県ＩｏＴ推進ラボを運営
し、先進的プロジェクト等に対する支援を行う。
  ・大分県ＩｏＴ推進ラボによる活動
　・ＩｏＴプロジェクトに対する支援
　・ＩｏＴ先進セミナー等の開催

情報政策課

10
ナイトタイムエコノミー
活性化事業

　更なる観光消費の拡大を図るため、夜間における公共交通機関の充
実と観光産業の活性化を促進する。

商業・サービ
ス業振興課

8 組合育成指導費

　中小企業者の連携・組織化を促進するとともに、中小企業団体の育
成・指導を推進するため、大分県中小企業団体中央会が指導員を設置
して行う各種組合の設立、事業運営等についての相談、指導、情報の
提供等に対し助成する。

商工労働企画
課

9
キャッシュレス化推進事
業

　訪日外国人消費を確実に取り込むとともに、県民の利便性向上及び
県内の中小企業・小規模事業者の生産性向上を図るため、キャッシュ
レス化を推進する。

商業・サービ
ス業振興課

6 中小企業金融対策費

　県内中小企業の資金繰りを支援するため、県制度資金を運営し、民
間金融機関や政府系金融機関による金融を補完する。
　【新】人手不足対策として先端設備の導入を行う中小企業等に向け
　　　　た資金の創設
　【新】インバウンド消費の拡大に対応するためキャッシュレス決済
　　　　の導入を行う中小企業等に向けた資金の創設

経営創造・金
融課

7 小規模事業支援事業

　小規模事業者に対する経営や技術の改善発達を図るため、商工会、
商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が
行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。

商工労働企画
課

5 知的財産活用推進事業

　開発・発明に意欲的な中小企業者の特許・商標出願の活用を推進す
るため、平成３１年３月策定予定の「大分県知的財産総合戦略」に基
づき、県内中小企業者などへの普及啓発を実施する。
　・知的財産権の取得及び利用推進を目的とした知財塾の開催
　・中小企業の開放特許活用推進を目的とした知財マッチング会の開
　　催

新産業振興室

3
おおいたスタートアップ
支援事業

新たなビジネスや雇用の場を創出し、地域経済の活性化を図るた
め、おおいたスタートアップセンターを中心として、創業の裾野拡大
と成長志向の高い起業家の発掘・育成等に取り組む。
　【新】大学発ベンチャーの発掘・育成

経営創造・金
融課

4 経営革新加速化支援事業

　企業の稼ぐ力を創出し、雇用増大や付加価値向上を通じ、県経済の
活性化を図るため、経営革新計画の承認を受けた中小企業者の販路開
拓や商品等改良、生産性向上の取組に対し助成する。
　【新】小規模事業者枠を設け、経営革新計画の承認を受けた小規模
　　　　事業者のソフト経費や機械装置等購入費を助成

経営創造・金
融課

2 企業立地促進事業

　戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及
び雇用創出の一部に対し助成する。

企業立地推進
課

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３１年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成３０年度
当初予算額

新

新

新
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平成３１年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３１年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成３０年度
当初予算額

24,307

(80,301)

92,386

(94,227)

16,254

(14,861)

2,528

(0)

※ 　　は「新規事業」、 　 は「地域課題対応枠事業」

15
県北自動車関連産業にお
ける女性活躍推進事業

　北部振興局管内において、女性の就業が少ない自動車関連産業を対
象として意識改革セミナーや実態調査を実施するとともに、モデル企
業を創出することにより女性が働きやすい職場づくりを推進する。

雇用労働政策
課

14 働き方改革推進事業

　多様な働き方の実現のため、大分県働き方改革推進会議を開催する
とともに、育児や介護に取り組みやすい職場環境づくりなどを行う企
業を支援する。

雇用労働政策
課

13
ＵＩＪターン就職等支援
強化事業

産業人材を確保するとともに、本県への移住・定着を促進するた
め、学生就職サポーターなどによる県外進学者への情報発信の取組を
強化する。また、ＵＩＪターン希望者と県内企業とのマッチングや相
談会などを実施する。

雇用労働政策
課

12
姫島ＩＴアイランド構想
推進事業

離島や過疎地域等の条件不利地域において、大分県版第４次産業革
命〝ＯＩＴＡ４．０〟を象徴する取組を創出し、県外からの活力（Ｉ
Ｔ企業・人材）の呼び込みを加速化させるため、姫島村をモデルに
「姫島ＩＴアイランド構想」を推進するための施策を一体的に実施す
る。

情報政策課

地

新 地



（部局名：商工労働部） （単位：千円）

9,558

平成２７～３０年度の４か年事業として実施
事業効果等を検証し、「おおいた元気企業マッチング促進事
業」に統合して要求

・
・九州連携ふるさと若者就

職促進事業
雇用労働政策
課7

56,4306
企業立地推進
課

工業団地等整備促進事業

・
・
昭和５７年度から平成３０年度までの事業として実施
事業体系を整理し、「工業団地開発推進事業」と統合し要求

平成２５年度から３０年度までの事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

2,000
中小企業事業再生支援促
進事業

平成３０年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

4,900

5
商業・サービ
ス業振興課

サービス産業生産性向上
支援事業

17,201

新産業振興室
知的財産総合戦略推進事
業

・
・

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

3

4

平成３１年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
３０年度

当初予算額

経営創造・金
融課

2

1

・
・

工業振興課
ものづくり企業技術チャ
レンジ支援事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

9,671

工業振興課
戦略産業成長分野参入促
進事業

・
・
平成２８～３０年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

80,000


